
１８２８年三条地震による
被害分布と震源域の再検討

矢 田 俊 文・卜 部 厚 志

は じ め に

文政１１年１１月１２日（１８２８年１２月１８日）に越後で発生した地震の激震地域は信

濃川流域の平野部で、その震央は三条市付近（東経１３８．９°、北緯３７．６°）と推

定されている
�
。しかし、液状化の分布の調査から震度の見直しが必要であり、

さらに液状化を除く地変等の分布性状から震源断層は平野の東縁部にある可能

性があると指摘する研究も生まれている
�
。

本稿では、地震史料学的観点から、建物・人的被害率を割り出すことを通じ

て激震地を明確にし、１８２８年に越後で発生した地震の震源域の再検討を行な

う。

鈴木牧之の「永代庚申帳」
�
によると、潰家

�
（全壊家屋）は、三条町が２，４１８

軒、与板町３０５軒とあり、三条町・与板町の被害が大きかったことがわかる。

これらの全壊家屋の多い地域を震源域と考えていいのであろうか。被害家屋が

多いのは、その地域の人口が多く、家屋も多かったからという可能性がある。

被害家屋の総数ではなく、家屋の全壊率から震源域を探る必要がある。建物被

害だけではなく、地震による即死者も被害総数ではなく、被害率から考察する

必要がある。

そのためには、被害率を割り出すことのできる史料が必要となる。本稿は被

� 宇佐美龍夫『最新版 日本被害地震総覧』東京大学出版会、２００３年

� 植竹富一ほか「１８２８年越後三条地震の地変等の記事について」『歴史地震』２０号、
２００５年
� 『鈴木牧之全集』下巻 資料編

� 「永代庚申帳」には、「潰家」と「半潰」の家数が書き分けられているのでこの

史料の「潰家」は全壊家屋のことであると考えられる。
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害率を割り出すことができる確実な史料にもとづいて震源域を推定する１８２８年

三条地震のはじめての研究である。

１ 桑名藩預所における建物・人的被害率と震源域の再検討

１．１ 桑名藩預所における建物および人的被害率

被害率が最大の三条町の被害率を割り出せる史料は現時点では見つけられて

いない。しかし、江戸時代に三条町の南側にある旧栄村（三条市）・旧中之島

町（長岡市）・見附市を中心とした地域を支配していた桑名藩預所の建物と人

的被害率を明らかにできる文書が存在する。この史料を使うことにより、三条

町周辺の被害率を明らかにしていきたい。

被害率が割り出せる史料とは、文政１１年越後国桑名藩預所地震変事取調帳
�
で

ある。この史料の冒頭部分を紹介すると、次のようなものである。

文書１

「 文政十一子年

越後国

地震変事取調帳 三

桑名御領所不残 」

越後国地震変事取調書三

桑名御領所

帯織村

高千六十四石三斗六升七合

一、家数百十五軒

内

郷御蔵 皆潰

十三軒 同

十軒 追潰

四十五軒 半潰

〆

� 新潟市立新津図書館所蔵小泉蒼軒文庫所蔵。本稿では原本を翻刻した上で分析を
行なっている。
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外

寺弐ケ寺

即死弐人

高四百廿九石五斗四升五合

一、三十九軒 茅原村

内

郷御蔵 皆潰

三十四軒 同

壱軒 追潰

四軒 半潰

〆

即死五人

（下略）

文書１をみるとわかるように、村ごとの家数と皆潰数・追潰数・半潰数・即

死人数が記される。したがって、桑名藩預所の各村における家屋被害率とその

村における人的被害率（死亡率）を導き出すことができる。

第１表は、１８２８年三条地震における桑名藩預所の家屋と人的被害を表にした

ものである。

第１表 hは、文書１にあらわれる皆潰・追潰・潰同様という表記の家数を

村の家数で割り求めた値である。追潰・潰同様という潰れ方はどのような潰れ

方を表現しているのかは不明であるが
�
、文書１にみるように、追潰は半潰より

� 文政１１年越後国桑名藩預所地震変事取調帳はいつ作成された文書なのかは不明で
あるが、一の木戸村（三条町の近接地域）に陣屋をもつ高崎藩は、１２月１２日に幕府
に対し、「百姓家潰１，１８４軒、百姓家潰のうえ類焼１３８軒、百姓家半潰５０２軒」という
地震被害の報告を行っていること、三条町を支配する村上藩は１２月１６日、長岡藩は
１２月２０日、与板藩は１２月２３日、新発田藩は１月９日に幕府へ地震の被害報告を行っ
ていることから（『甲子夜話 続編２』巻２６、東洋文庫）、桑名藩預所の場合も地震
直後から被害調査が行われたものと考えられる。よって、史料にみられる「皆潰」
「追潰」「半潰」等も地震直後の被害状況を表しているものと考えられる。１８２８年
の地震を描いた資料には、地震を自らが体験した今町（見附市）の小泉其明が描い
た『懲震�鑑』（『懲震�鑑』北都印刷出版部、１９８０年）があるが、この資料は民家
や町の被災状況を描画するものであり、「皆潰」「追潰」「潰同様」という家屋の被
害判別や被害家屋数や死者数の把握を導くことのできる資料ではない。地震被害の
報告は、村ごとの被害報告が藩単位・幕府領代官所単位に集計され、村役人が藩・
幕府領代官へ報告し、藩・幕府領代官が幕府へ報告する（例えば、文政１１年１１月宮
小路村地震に付き潰家別書上帳、『吉田町史』資料編２近世１）。桑名藩預所地震変
事取調帳は、村ごとの被害報告を桑名藩がまとめたものである。
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第１表 １８２８年三条地震桑名藩預所被害一覧

番
号 村 名 ａ家数

（軒）
ｂ皆潰
（軒）

ｃ追潰
（軒）

ｄ潰
同様
（軒）

ｅ半潰
（軒）

ｆ痛
（軒）

ｇ即死
（人）

ｈ
（％）

ｉ
（％）

ｊ
（％）

現行政
地 名

１ 帯 織 村 １１５ １３ １０ ０ ４５ ０ ０ ２０ ６８ ０ 三条市
２ 茅 原 村 ３９ ３４ １ ０ ４ ０ ５ ９０ １００ １３ 三条市
３ 前 谷 内 村 １８ ２ ６ ０ １０ ０ ０ ４４ １００ ０ 三条市
４ 下 鳥 新 村 ７ ５ ２ ０ ０ ０ ０ １００ １００ ０ 見附市
５ 北 潟 村 １２１ ８９ ０ ０ ３２ ０ ６ ７４ １００ ５ 三条市
６ 片 桐 村 ７４ ５６ ０ ０ １９ ０ ７ ７６ １００ ９ 見附市
７ 貝 喰 新 田 ４７ ４４ ０ ０ ０ ０ （０） ９４ ９４ ０ 見附市
８ 中 野 西 村 ９０ ８０ ９ ０ ０ ０ ７ ９９ ９９ ８ 長岡市
９ 中 野 中 村 ７０ ６８ ２ ０ ０ ０ ９ １００ １００ １３ 長岡市
１０ 中 野 東 村 ７１ ６８ ３ ０ ０ ０ ５ １００ １００ ７ 長岡市
１１ 小 川 新 田 ２０ １１ ７ ０ ２ ０ ０ ９０ １００ ０ 三条市
１２ 亀 ケ 谷 新 田 １２ ６ ６ ０ ０ ０ １ １００ １００ ８ 長岡市
１３ 栗 林 村 ３ ２ １ ０ ０ ０ ０ １００ １００ ０ 三条市
１４ 三 林 村 １２ ７ ５ ０ ０ ０ ０ １００ １００ ０ 三条市
１５ 吉 田 村 古 料 ６ １ ０ ０ ５ ０ ０ １７ １００ ０ 三条市
１６ 鬼 木 村 １７ ６ ２ ０ ０ ０ ０ ４７ １００ ０ 三条市
１７ 小 古 瀬 村 ３０ １１ ４ ０ ５ ０ １ ５０ ６７ ３ 三条市
１８ 小 古 瀬 新 田 ２３ ９ ６ ０ ８ ０ ２ ６５ １００ ９ 三条市
１９ 中 興 野 ３１ １５ ５ ０ １１ ０ ０ ６５ １００ ０ 長岡市
２０ 千 把 野 新 田 ２０ ６ ６ ０ ８ ０ ２ ６０ １００ １０ 三条市
２１ 善 久 寺 新 田 ５４ ２５ ７ ０ ２８ ０ １ ５９ １００ ２ 三条市
２２ 渡 前 新 田 ２８ １１ ５ ０ １２ ０ １ ５７ １００ ４ 三条市
２３ 中 曽 根 新 田 ３８ ２３ １５ ０ ０ ０ ２ １００ １００ ５ 三条市
２４ 小 谷 内 村 １４ ３ ５ ４ ２ ０ ０ ８６ １００ ０ 三条市
２５ 岩 淵 村 ２０ ８ ７ ０ ４ ０ ０ ７５ ９５ ０ 三条市
２６ 戸 口 村 ２０ １６ ２ ２ ０ ０ ３ １００ １００ １５ 三条市
２７ 袋 村 ４３ ２２ ９ ０ １２ ０ ５ ７４ １００ １２ 三条市
２８ 西 鱈 田 村 ２１ １８ ０ ３ ０ ０ ３ １００ １００ １４ 三条市
２９ 矢 田 村 ３６ ２０ ３ ０ １３ ０ ４ ６４ １００ １１ 三条市
３０ 大 面 町 ７５ ２１ ０ ０ ５４ ０ １ ２８ １００ １ 三条市
３１ 高 安 寺 村 １４ ０ ３ ２ ９ ０ ０ ３６ １００ ０ 三条市
３２ 小 滝 村 １２ ３ ０ ５ ４ ０ ０ ６７ １００ ０ 三条市
３３ 黒 坂 村 ５ ２ ０ ３ ０ ０ ０ １００ １００ ０ 見附市
３４ 田 之 尻 村 １０ ３ １ ６ ０ ０ ６ １００ １００ ６０ 見附市
３５ 吉 野 屋 村 ９８ ６１ ４ ０ （３３） ０ ８ ６６ １００ ８ 三条市
３６ 東 鱈 田 村 ５０ ２９ １２ ０ ９ ０ ５ ８２ １００ １０ 三条市
３７ 長 嶺 村 ４７ ６ １５ ０ ２６ ０ ０ ４５ １００ ０ 三条市
３８ 如 法 寺 村 ２５ ４ ０ ０ ５ １６ ０ １６ ３６ ０ 三条市
３９ 吉 田 村 ５２ ８ １４ ０ １９ １１ ０ ４２ ７９ ０ 三条市
４０ 鶴 田 新 田 ２８ ２３ ２ ０ ３ ０ ４ ９０ １００ １４ 三条市
４１ 鶴 田 村 １８ １３ ０ ０ ５ ０ ０ ７２ １００ ０ 三条市
４２ 塚 野 目 村 １１６ ５９ ３８ ０ １９ ０ ３ ８４ １００ ３ 三条市
４３ 塚野目村古料 ３ １ ０ ０ ２ ０ ０ ３３ １００ ０ 三条市
４４ 白 山 新 田 ２５ １７ ０ ０ ４ ０ １ ６８ ８４ ４ 三条市
４５ 須 戸 新 田 ２２ １６ ０ ０ ２ ０ ０ ７３ ８２ ０ 三条市
４６ 東 保 内 村 ４３ ６ ２ ０ ２ ０ ２ １４ １８ ４ 三条市
４７ 西 保 内 村 ４８ １４ ０ ０ ２ ０ ０ ２９ ３３ ０ 三条市
４８ 花 見 村 ４８ ４０ ０ ０ ４ ０ ８ ８３ ９２ １７ 燕 市
４９ 矢 作 村 １１７ ３ １２ ０ ７ ０ ０ １３ １９ ０ 弥彦村
５０ 田 中 新 田 ９ １ ７ ０ ０ ０ ０ ８９ ８９ ０ 弥彦村
５１ 平 岡 新 田 ８ ０ １ ０ １ ０ ０ １０ ２５ ０ 燕 市
５２ 庚 塚 村 ２０ ０ ２ ０ ３ ０ ０ １０ ２５ ０ 燕 市
５３ 古志郡南新保村 １９ ３ ３ ０ ４ ０ ０ ３２ ５３ ０ 長岡市
５４ 古志郡福道村 １０２ １４ ３１ ０ ２５ ０ １ ４０ ６５ １ 長岡市

注）hは（b＋c＋d）/a、i は（b＋c＋d＋e）/a、j は g/a。いずれも百分率（％）。
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第２表 １８２８年越後桑名藩預所、寛保年間（１７４１～４４）新発田藩中之島組家数比較表

番
号 村 名

ａ．石高
（石）

ｂ．家数
（軒）

ｃ．寛保
家数

ｄ．寛保
人数

天保郷帳
（石）

旧高旧領
（石）

１４ 三 林 村 １３．１７１ １２ ７５ ４３５ ６５２．２０９０ ２３．１７１

１７ 小古瀬村 ２２７．８０９ ３０ １５９ １１９０ ２２６．８０９０ ２２６．８０９

１８ 小古瀬新田 ９２．８８８ ２３ 小古瀬村内 小古瀬村内 ７３２．９３５０ ９２．７７７

注）番号は、第１表の番号。a・bは１８２８年越後桑名藩預所地震変事取調書、c・dは新発田藩領中
之島組寛保郷帳を典拠とする。旧高旧領は旧高旧領取調帳。

も前に記載されていることから、半潰という表現よりも激しい被害を表現して

いると考えられる。

よって、本稿では、皆潰・追潰・潰同様という表記の家数を村の家数で割っ

た数字をほぼ全壊した建物被害の割合と理解して分析を進めていく。以下、皆

潰・追潰・潰同様という表記の家数を村の家数で割った数字を全壊率と表現す

る。第１表 i は、皆潰・追潰・潰同様・半潰という表記の家数を村の家数で割っ

たものである。そこで導き出された数字は、半壊以上の被害率となる。

本稿では、皆潰・追潰・潰同様・半潰という表記の家数を村の家数で割った

数字を全・半壊率と表現する。第１表 j は、即死人を家数で割ったもので、そ

の村における人的被害率（死亡率）が表現されている。

本稿で使用する史料「文政１１年越後国桑名藩預所地震変事取調帳」（文書１）

には村ごとの家数と被害軒数がともに記されているので、被害率を割り出すこ

とができる史料として使用することができる。被害率を出す史料としては問題

ないが、村の家数はそれぞれの村の家数の総数を記したものとは限らない可能

性がある。村の家数と村の被害数が別々の史料に記載された数値であった場

合、この二つの数値を使って被害率を割り出すことができるのか確定する必要

がある。これはどういうことなのか。第１表に記された地域に即して考えてみ

よう。

第２表は、１８２８年桑名藩預所地震変事取調帳に記載された家数が、他の複数

の史料に記載された村の家数の総計とどのような関係にあるのかについて明ら

かにするため、寛保年間（１７４１～４４）の新発田藩中之島組寛保郷帳
�
記載の家数
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と比較したものである。

まず、第２表１４の三林村から見ていこう。１４bと１４dを比較すると家数に大

きな差異がある。石高も大きく異なる。なぜ同じ村でありながら、史料によっ

て数値に差異が生じるのか。それは、三林村が複数の領主によって支配された

村であるからである。「旧高旧領取調帳」
�
には、三林村は桑名藩預所・新発田

藩領三林村・溝口双溪知行替地三林村の３つの支配ごとに石高が記載されてい

る。桑名藩預所の石高は２３石１７１、新発田藩領三林村は６０７石０３８、溝口双溪知

行替地三林村は２２石０００で、三者の合計石高は６５２石２０９となる。この数字は第

２表にある天保郷帳
�
の石高と同じである。史料によって同じ村名でありながら

家数・石高が異なるのは、領主が異なるからで、第１表１４の三林村の家数は、

三林村のなかの桑名藩預所領分の家数であり、第２表１４cの寛保郷帳に記され

た三林村の家数は新発田藩の領分の家数なのである。

次に、１８２８年の石高が天保郷帳・旧高旧領取帳とほぼ同じであるにも関わら

ず、家数が３０軒と１５９軒という大きな違いがある第２表１７の小古瀬村の場合に

ついて考えてみよう。この小古瀬村の問題は、第２表１８の小古瀬新田の c・d

に「小古瀬村内」と記されるように、小古瀬新田と深く関わるので、１７と１８の

家数の問題を同時に考えることにする。

小古瀬新田は、aの石高と天保郷帳の石高が大きく異なる。第２表にみるよ

うに小古瀬新田の天保郷帳の石高は７３２石９３５０であるが、この石高は、「旧高旧

領取調帳」の桑名藩預所の小古瀬新田９２石７７７、善久寺新田１８１石９９８、千把野

新田１１１石８０７、中興野新田１１１石１５５、渡前新田１０６石６２０、中曾根新田１２７石４０５

の総計７３１石７６２と近似している。このことから、天保郷帳記載の小古瀬村新田

の実態は、小古瀬新田、善久寺新田、千把野新田、中興野新田、渡前新田、中

曾根新田６か村の集合体であったと考えてよかろう。寛政１２年（１８００）８月水

原代官所村々書上帳
�
で各村の石高をみると、小古瀬新田７８石１００、千把野新田

１００石３１３、善久寺新田１６２石７００、渡前新田８５石８００、中曽根新田１１４石３００、中

興野新田１００石３００とある。この６か村の石高の総計は６４１石５１３となり、この数

� 『見附市史編纂資料』２２

� 木村礎校注『旧高旧領取調帳 中部編』

� 国立公文書館所蔵文書、『新潟県史 資料編８ 近世三 下越編』

� 小田島余吉氏所蔵文書、『新潟県史 資料編８ 近世三 下越編』
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値は、元禄郷帳
�
の小古瀬新田６４１石５２３０と近似している。このことから考える

と、千把野新田、善久寺新田、渡前新田、中曽根新田、中興野新田は、石高は

小古瀬新田のうちに含まれていたものの、独立した村であったといえよう。

第１表１８の小古瀬新田の石高は、善久寺新田、千把野新田、中興野新田、渡

前新田、中曾根新田の分を含まない石高である。よって、第１表１８の小古瀬新

田の家数も、善久寺新田、千把野新田、中興野新田、渡前新田、中曾根新田の

家数を含まない数字であると考えられる。

一方、小古瀬村の cの家数は、小古瀬新田等を含む家数である。このことか

ら、名称が「小古瀬村」と同じであっても、第１表１７の小古瀬村は単独の村の

名称であるのに対し、第２表 cの小古瀬村は、小古瀬新田等複数の村で構成さ

れた村の名称であることがわかる。

三林集落でみたように、第１表に記された村の家数は、集落のなかの桑名藩

預所の家数であって、集落全体の家数を表していない。また、寛保年間の小瀬

田村（第２表 c）の実態は、小古瀬新田など複数の村を含んだ村である。史料

に記載された村の家数はいかなる内容をもった数字なのかを検討しなければな

らない。以上、史料の性格を検討することなく、被害数が記されないで家数の

みが記された史料と被害数のみが記された史料を総合して被害率を出すことは

危険であると指摘する。

すでに述べたように、第１表の村の実態は集落の一部、もしくは複数の集落

を含む場合があり、厳密には集落全体の倒壊数を示すものではないが、倒壊率

は導きだせる史料である。１８２８年桑名藩預所地震変事取調帳は、同一の史料に

村の家数と被害数が記載されている。その村の家数が、その村全体の総家数を

示していないとしても、被害率を割り出すことのできる史料なのである。

また、個々の村の地盤や地下地質構造なども被害率と関係しているが、ここ

では、被害の全体像（分布）と地盤が良好と推定される地域での被害に着目し

て検討を進める。

以下、１８２８年桑名藩預所地震変事取調帳から地震による被害率を検討してい

こう。第１表から明らかとなる主な点は、次のようなものである。

まず、全壊率５０％以下の被害地域は５４村中１７村ある。これは全体の２７％であ

� 国立公文書館所蔵文書、『新潟県史 資料編８ 近世三 下越編』
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る。次に、全・半壊９０％以下の建物被害地域は５４村中１３村ある。これは全体の

２４％である。村における即死人の割合（人的被害率）は、１か所
�
を除き１７％以

下である。１７％の即死人を出した村は花見村（第１表４８）
�
で、４８軒中８人の即

死人なので６軒中１人の即死人を出していることになる。即死人の最大は中野

中村の９人（第１表９）である。

１．２ 桑名藩預所の建物被害の分布

１．１では、桑名藩預所５４村全体の全壊率・全半壊率・人的被害率を概観した。

１．２では、被害率で見た場合、どのような地域分布をしているのかについて検

討する。

被害の分布をみるために２つの図を作成した。１つは全壊率５０％以上とそれ

以下の村が、どのような分布をしているのかをみるための図である（第１図）。

２つめは全・半壊率９０％以上と以下の村がどのような分布をしているのかをみ

るための図である（第２図）。桑名藩預所の被害は、▲△で表している。第１

表をみるとわかるように、全・半壊率１００％の村が極めて多い。これは１８２８年

三条地震の被害の大きさを物語る。にもかかわらず、半壊もしていない家屋が

存在することも事実である。そこで、全・半壊率９０％以上と以下の分布をみる

ために第２図を作成した。

第１図・第２図から明らかになることは、次のことである。

弥彦山西部（燕市・弥彦村）の家屋被害率は低い。５か村のうち第１表４８花

見村・５０田中新田の被害率はかなり高いものの、他の３か村の全・半壊率は、

４９矢作村１９％、５１平岡新田２５％、５２庚塚村２５％と低い。

信濃川西岸地域（長岡市）も被害率が低い。鳥越（長岡市鳥越）の西にある

第１表５３南新保村の全・半壊率は５３％、５４福道村は６５％とそれほど高くない。

弥彦山西部・信濃川西岸地域は震源域ではなかろう。

刈谷田川以北の見附市から三条市にかけての丘陵部の裾にある村の倒壊率も

それほど高くない。特に、三条町近くの北部丘陵部にある第１表４６東保内村の

� 表３－１０jが６０％の村は田之尻村（第１表３４）で家数１０軒中即死人６人である。

ただ、同村の皆潰は３軒なので、なぜ即死人６人と記載されているのか不明である。

この村の jの数値だけが異常に高いので、例外として扱った。
� 花見村は燕市。三条市では１５％が最大である。
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全・半壊率は１８％、４７西保内村は３３％であり被害率は高くない。

三条市の平野部にもそれほど被害率の高くない地域がある。たとえば、第１

表１７小古瀬村は全壊率が５０％、全・半壊率６７％である。平野部であっても、全・

半壊率６７％の村も存在する。

三条町近くの北部丘陵地帯の被害率が低いこと、また、三条町の南方の平野

部においてもそれほど被害が大きくない地域が存在することを考えると、震源

域は三条市市内ではなく、さらに南方の見附市・旧中之島町（長岡市）である

と考えるべきであろう。

１．３ 家屋・人的被害率からみた震源域

１．２では桑名藩預所の検討から震源域は三条市市内ではなく、さらに南方の

見附市・旧中之島町（長岡市）であることを明らかにした。では、震源域はど

の地域なのであろうか。震源域を探るため、次に長岡藩領の被害について考察

第１図 全壊建物被害率と村の分布 第２図 全・半壊建物被害率と村の分布

ベースマップは、新潟県地質図改定委員会
（２０００）を改変

ベースマップは、新潟県地質図改定委員会
（２０００）を改変
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する。

検討する史料は、文政１１年１１月長岡藩

手当米・五か組被害覚
�
である。本史料か

ら、長岡町を除いた地方支配の５組ごと

の被害状況がわかる。長岡藩５組の地域

と被害状況（潰家・死人）を示したもの

が第３図である。本史料には、「潰家」

とともに「半潰」の家数も記されている

ので、この「潰家」は全壊家屋のことを

示している。

本史料では組の総家数が書かれていな

いので被害率は不明であるが、各組の全

壊家屋数と死者数の記載がわかるので、

組ごとの被害の違いはわかる。組ごとに

比較すると、全壊家屋・死人ともに北組

と栃尾組が圧倒的に多いことがわかる。

この長岡藩北組・栃尾組地域は、桑名藩

預所のうち建物被害率が大きかった旧中

之島町（長岡市）・見附市の南部にあた

る。

旧中之島町（長岡市）の西隣の与板町

の被害は、文政１１年三条与板町地震被害

絵図によると、全・半壊率４７％（焼失・潰家・半潰の総計３６９軒、総戸数７８５軒）

であった
�
。同史料によると、潰家（皆潰、全壊家屋）の比率は全体では３０．４％

で、新町５．５％、下町０％、中町８．８％である。さらに全壊率０％の町もあるこ

とから、与板町の中心地の被害率はきわめて低い。与板町の被害率がこのよう

第３図 １８２８年三条地震
長岡藩の被害状況

（「文政十一年地震 長岡藩手当米・五
カ組被害覚」『長岡市史』資料編３近世
２、組は安政５年（１８５８）の状況、原図
は『長岡市史』通史上巻）

� 『長岡市史』資料編３ 近世二
� 新潟県立文書館マイクロフィルムによる。本史料は、絵図の袖に「文政十一子年

十一月十二日地震に付」と記される。なお、本史料は『新収日本地震史料 第四巻

別巻』に翻刻されているが、同書収載史料を原本の写真で確認すると、解読文字

の誤記や数行の落丁などの翻刻に誤りがあり、史料分析の役には立たないことがわ
かったので、原本のマイクロフィルムにもとづき再分析を行った。
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に低いことを考えると、平野部の西方、旧中之島町（長岡市）地域が震源域で

あるとは考えがたい。

震源域を考えるとき、建物被害・死者数から考えて長岡藩栃尾組の検討が重

要である。

２ 長岡藩栃尾組の地震被害と震源域

２では、長岡藩栃尾組の被害率を検討する。長岡藩栃尾組の被害率を割り出

せる史料として次の文書２がある。

文書２

栃尾組

椿沢村 家数百三拾軒之処、立家六軒、死人廿弐人〆

田井村 家数百三拾五軒之処、立家六軒、死人拾七人〆

ナギ野村 家数百四拾五軒之処、皆潰レ、死人三拾九人〆

和田村・時水両村 家数六拾五軒之所皆潰、死人拾八人〆

太田村 家数六拾八軒之所、立家弐軒、死人拾七人〆

悠久山御社、御本社潰、石燈籠三向計り残、不残たおれ候よし

右者、長岡御役所江達書之写し如斯
�

文 書２は、「右者、長 岡

御役所江達書之写し如斯」

とあることから、長岡藩関

係文書の写しであることが

わかる。文書２は長岡藩へ

の村からの報告書にもとづ

く史料であると考えてよ

い。この文書２を表にした

ものが第３表である。

第３表 長岡藩栃尾組椿沢村等６か村の地震被害率

番

号

村

名

a .

家
数
（軒）

b.

潰
家
（軒）

c .

死
亡
（人）

d.

b/a
（％）

e .

c/a
（％）

現行政
地 名

１ 椿 沢 村 １３０ １２４ ２２ ９５ １７ 見附市
２ 田 井 村 １３５ １２９ １７ ９５ １３ 見附市
３ ナギ野村 １４５ １４５ ３９ １００ ２７ 見附市

４ 和 田 村
時 水 村 ６５ ６５ １８ １００ ２８ 見附市

５ 太 田 村 ６８ ６６ １７ ９７ ２５ 見附市

� 文政１１年１１月三条大地震風聞書『新潟県史 資料編７ 近世二 中越編』

― 11 ―

／【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／１００２００３４　資料学研究　第７号／横／矢田　１－１４  2010.03.02 20.58.24  Page 11 



文書１の越後国桑名藩預所地震変事取調帳と文書２とは被害区分が異なる。

文書１は皆潰と半潰という区分があるが、文書２の建物被害は潰家とのみ記さ

れていて、潰家が皆潰を意味するのか、半潰以上を意味するのかについては不

明である。そこで、ここでは潰家記載は半潰以上を意味するものと仮定して論

を進めていくことにする。

第３表をみると、長岡藩栃尾組椿沢村、田井村、ナギ野村、和田村・時水両

村・太田村の全・半壊建物被害はすべて９５％以上であることがわかる。この地

点を桑名藩預所全・半壊建物の分布を示す第２図に載せると第４図になる。長

岡藩栃尾組椿沢村ほか６か村の被害は■で表した。

第４図をみると、全・半壊９０％以

上の地域は刈谷川をはさんだ見附市

東部の東山丘陵にそって延びている

ことがわかる。

長岡藩領のうちもっとも人的被害

が大きかった地域は栃尾組であった

（第３図）。椿沢村、田井村、ナギ

野村、和田村・時水両村・太田村（第

３表）以外の栃尾組の被害状況はど

うであろうか。

さきにみた「永代庚申帳」
�
には、

栃尾町について「潰家有之候へ共、

家数ニしてハ格別之事無之候」と記

されている。潰家はあったものの、

家数と比較すればそれほどのことで

はなかったとある。町なので人口が

多くそのため建物被害も多かったも

のの、被害の割合はそれほどのものではないと当時の記録に記されているので

ある。また、文政１１年１１月長岡藩手当米・五か組被害覚によると、栃尾町の潰

家は４軒、半潰は６軒である。椿沢村、田井村、ナギ野村、和田村・時水両村、

第４図 全・半壊被害率と村の分布２

ベースマップは、新潟県地質図改定委員会
（２０００）を改変

� 『鈴木牧之全集』下巻 資料編
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太田村の建物被害率はきわめて高いものであるが、これらの村の東方のすぐ近

くの栃尾町の被害率はそれほどではない。すでにみたように与板町の被害率も

それほど深刻なものではない。東西に延びる線上には被害が広がっていないの

である。であれば、震源域は与板町と栃尾町の間の地域ということになろう。

それはどの地域なのか。この点を考えるために、次に死亡率を考えてみよう。

第３表の地域の死者数は１７～３９人である。これは第２表の５４か村の最大死者

数が９人であるから、この地域の死者数はきわめて多い。第３表３・４・５の

人的被害率（e、死亡率）は２５％を超える。これらの村は４軒に１人以上の死

者を出していることになる。

第３表の地域は、長岡藩栃尾組に属する。では、長岡藩栃尾組のなかではど

のくらいの比率を占めるのであろうか。第３表の地域の死者数の合計は１１３人

である。長岡藩栃尾組全体の死者数は１９２

人なので（第３図）、椿沢村ほか６か村の

死亡率は、長岡藩栃尾組全体の５９％とな

る。長岡藩栃尾組全体の村数は１００か村
�
な

ので、椿沢村ほか６か村で、栃尾組の過半

数の死者を出していることになる。

以上のことから、見附市東山丘陵（旧長

岡藩栃尾組椿沢村ほか６か村が所在する地

域）は、１８２８年越後地震における震源域に

含まれることは間違いなかろう。

お わ り に

震源域と推定した旧長岡藩栃尾組椿沢村

ほか６か村が所在する地域は、活断層付近

に所在する地域である（第５図）。

地殻構造探査の成果によると、地下での

断層は傾斜していて、断層を地表に伸ばし

第５図 活断層分布図

活断層研究会編（１９９１）、地震調査
研究推進本部（２００４）に加筆

� 文政１３年長岡領分御高付帳（『栃尾市史 上巻』栃尾市、１９７７）による。
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た部分に強震動が集中する。断層を地表に伸ばした地域が東山丘陵と平野の境

界付近にあたる。三条市街の直下には活断層はなく、震源断層の地表延長は三

条市街に位置していない
�
。

東山丘陵と平野の境界付近で強震動が集中したため９０％以上の全・半壊の家

屋被害を生んだ。その地域が第４図の旧長岡藩栃尾組椿沢村ほか６か村が所在

する地域を含む見附市の東山丘陵地域であったと考えられる。

第４図の地域は地盤が弱く耐震性が低いので、全壊率５０％以上の分布はス

ポット的ではなく広範囲になるが、強震動が集中したため被害が集中した震源

域は見附市の東山丘陵地域であった。

また、２００４年の新潟県中越地震の震源域は、東山丘陵の南部であり、見附市

域の東山丘陵と隣接したセグメントで発生したものである。１８２８年の地震の震

源域を東山丘陵地域とすることは、１７６年を隔てて隣接するセグメントで地震

活動が起こったことを示唆しており、隣接したセグメントでの地震活動の履歴

を検討するうえで非常に重要な指摘となる。
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